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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第42期

第３四半期連結
累計期間

第43期
第３四半期連結
累計期間

第42期
第３四半期連結
会計期間

第43期
第３四半期連結
会計期間

第42期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 96,154 69,470 31,937 23,487 122,186

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△5,613 1,024 △708 794 △5,637

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
△15,987 216 △2,251 725 △15,415

純資産額（百万円） － － 11,609 7,131 8,472

総資産額（百万円） － － 135,586 110,334 116,613

１株当たり純資産額（円） － － 47.41 44.46 58.18

１株当たり四半期純利益又は四半

期（当期）純損失（△）（円）
△234.85 3.18 △33.08 10.66 △226.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 2.4 2.7 3.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
3,480 2,714 － － 3,398

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,892 △1,597 － － 8,553

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△15,512 △1,306 － － △22,091

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 17,796 15,889 16,629

従業員数（人） － －  10,597  8,657 8,576

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　　　    しておりません。

        ２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は、含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第43期第３四半期連結累計（会計）期間につきましては、希薄

化効果を有している潜在株式が存在していないため、第42期第３四半期連結累計（会計）期間及び第42期

につきましては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在

していないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 8,657(1,485)

　（注）　　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記 

            載しております。 

          

　

　

（２）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 518 (77)

　（注）　　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

 

EDINET提出書類

株式会社アーク(E02446)

四半期報告書

 3/37



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月 1日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

開発支援事業（百万円） 7,044 －

金型支援事業（百万円） 13,498 －

合計 20,542 －

（注）１．金額は製造原価によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

（２）受注状況

当第３四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（百万円）
前年同四半期比
（％）

開発支援事業（百万円） 8,961 － 6,851 －

金型支援事業（百万円） 15,563 － 17,328 －

合計 24,524 － 24,180 －

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（３）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月 1日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

開発支援事業（百万円） 9,069 －

金型支援事業（百万円） 14,417 －

合計 23,487 －

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

（継続企業の前提に関する重要事象等）　

　当社グループは、当第３四半期連結累計期間において四半期純利益216百万円を計上したものの、前連結会計年度に

おいて４期連続の当期純損失を計上しており、また、債務償還年数が長期にわたっているため、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。

　

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間の世界経済は、米国における失業率の高止まりや、欧州主要国における緊縮財政に伴う

内需の停滞といった下押し要因があるものの、中国をはじめとするアジア地域で内需の拡大と外需の持ち直しによ

り拡大傾向にある等、総じて景気は緩やかに回復しました。国内経済においても、景気は緩やかに回復基調にあるも

のの、円高の進行や雇用情勢悪化の継続等により、依然として厳しい状況で推移しました。

　このような状況のもと、当社グループは、３ヵ年の中期経営計画「ＡＲＲＫ２４」の２年目である当連結会計年度

において、「新生アークの成長基盤確立と連結経営定着」に取り組んでおります。

　事業面では、開発支援事業においては、お客様の新規開発品目及び技術革新への対応を行い、新製品開発需要開拓

を図っております。また、金型支援事業においては、金型事業におけるグループ全体の生産能力増強のため、タイの

拠点を中心とする技術移転を展開しております。

　管理面では、連結経営定着を図るため、月次モニタリングを通して子会社の業績管理強化、子会社への役職員出向

等の諸施策を実施しております。また、グループ経営戦略を踏まえた営業・生産・管理業務における体系的な人材

教育や、業務プロセス標準化を推進しております。

　

　なお、当第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結累計期間の、連結損益計算書に含まれる連結の範囲から除

外された連結子会社の影響は以下のとおりであります。（下記表中の「差引」欄の各金額は、当第３四半期連結累

計期間末において連結の範囲に含めております当社グループの売上高、売上総利益及び営業利益の合計額を示して

おります。）

 

 前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日） 

 
連結損益

計算書

内、当第３四半期

連結累計期間末

までに連結除外

した子会社

差引 
連結損益

計算書

内、当第３四半期

連結累計期間末

までに連結除外

した子会社

差引 

売上高（百万円） 96,154 34,385 61,769 69,470 － 69,470 

売上総利益（百万円）

 
10,631 2,620 8,011 13,001 － 13,001 

営業利益又は営業損失

（△）（百万円） 
△5,183 △724 △4,459 1,462 － 1,462 

　

　この結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高23,487百万円（前年同期比26.5％減）、営業利益649百万円

（前年同期は営業損失938百万円）となりました。また、為替差益293百万円及び持分法による投資利益172百万円等

の営業外収益657百万円を計上する一方で、支払利息391百万円等の営業外費用512百万円を計上した結果、経常利益

794百万円（前年同期は経常損失708百万円）となりました。さらに、貸倒引当金戻入額81百万円及び固定資産売却

益49百万円等の特別利益237百万円を計上する一方で、事業構造改善費用129百万円等の特別損失195百万円を計上

した結果、税金等調整前四半期純利益836百万円となり、税金費用170百万円及び少数株主損失59百万円を控除後の

四半期純利益は725百万円（前年同期は四半期純損失2,251百万円）となりました。

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　①開発支援事業

　開発支援事業におきましては、第２四半期に引き続き、国内では、自動車メーカーの開発に関連する試作品需

要において回復傾向が持続し、海外では、自動車をはじめとする輸送機器分野、及び携帯電話・薄型テレビをは

じめとする民生機器分野における需要が回復基調にあります。その結果、売上高は9,069百万円、営業利益は696

百万円となりました。　

　

　②金型支援事業

　金型支援事業におきましては、国内では、特に輸送機器分野の金型製造において、受注が低調に推移し、販売価

格の低下がみられる一方、海外では、韓国及び欧州子会社における自動車部品の金型製造及び成形需要が堅調

に推移致しました。その結果、売上高は14,417百万円、営業利益は128百万円となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第３四半期連結会計期

間末と比較して1,906百万円減少し、15,889百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は2,714百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益315百万円、減価

償却費3,352百万円、売上債権の増加額1,677百万円、たな卸資産の増加額552百万円、仕入債務の増加額1,301百万円

があったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は1,597百万円となりました。これは主に関係会社株式の売却による収入637百万円、

有形固定資産の取得による支出3,120百万円、有形固定資産の売却による収入628百万円、連結範囲変更会社売却に

よる収入246百万円があったことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は1,306百万円となりました。これは短期借入金の純増加額が1,692百万円あったも

のの、長期借入金の純減少額2,711百万円があったことによるものであります。

　

（３）事業上及び財政上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、重要な変更及び新たに生じた問題はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、179百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

（５）重要事象等について

　当社グループには、「２　事業等のリスク」に記載のとおり、当四半期報告書提出日現在において継続企業の前提

に関する重要事象等が存在しております。 

　当社グループは、当該状況を解消すべく、「事業再構築及び連結経営への転換」と位置付けた初年度は、事業再構

築を図るべく、非コア事業領域を中心とした連結子会社数の削減、連結有利子負債の削減を着実に行い、概ね事業再

構築が完了致しました。

　従いまして、「ＡＲＲＫ２４」の２年目である当連結会計年度においては、「新生アークの成長基盤確立と連結経

営定着」に取り組み、重点施策を推進してまいります。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

　

（２）設備の新設、除却等の計画

当社グループは、事業の対象が多種多様な品種、市場に渡り、時代の最先端動向への迅速な対応が要求される新製品

開発支援事業を専ら営んでおります。そのため、設備の新設、除却等に関する長期的な計画の策定は、原則として行っ

ておりません。また、恒常的に発生する機械等の買替えや工場設備等の定期的保守改修（いずれも当社グループ各社

において少額案件が多数あり）、小規模生産設備の新設等のほか、現在、重要な設備の新設、除却等の計画はございま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 68,101,592 68,101,592

東京証券取引所

 （市場第一部）

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

 （スタンダード）

単元株式数
100株　

計 68,101,592 68,101,592 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 68,101 － 30,755 － 1,051

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

 

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式      7,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 68,087,600 680,876 －

単元未満株式 普通株式      6,492 － －

発行済株式総数 68,101,592 － －

総株主の議決権 － 680,876 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式600株（議決権の数６個）が含まれており

ます。

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アーク
大阪市中央区南本

町二丁目２番９号
7,500 － 7,500 0.01

計 － 7,500 － 7,500 0.01

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 176 158 117 96 83 121 90 101 126

最低（円） 78 83 85 70 71 73 72 72 88

（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,087 17,084

受取手形及び売掛金 24,170 24,265

有価証券 840 848

商品及び製品 1,356 978

仕掛品 ※3
 6,176

※3
 8,250

原材料及び貯蔵品 2,180 1,898

繰延税金資産 501 365

その他 3,116 3,436

貸倒引当金 △550 △1,327

流動資産合計 53,881 55,800

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 30,132 30,942

減価償却累計額 △16,550 △16,190

建物及び構築物（純額） 13,582 14,751

機械装置及び運搬具 49,200 53,610

減価償却累計額 △39,148 △41,716

機械装置及び運搬具（純額） 10,051 11,893

工具、器具及び備品 11,271 11,563

減価償却累計額 △9,124 △9,678

工具、器具及び備品（純額） 2,147 1,885

土地 13,968 14,881

建設仮勘定 915 504

有形固定資産合計 40,664 43,917

無形固定資産

のれん 5,533 5,850

その他 611 782

無形固定資産合計 6,145 6,632

投資その他の資産

投資有価証券 5,719 6,189

長期貸付金 1,511 1,557

繰延税金資産 160 183

その他 3,110 3,141

貸倒引当金 △858 △807

投資その他の資産合計 9,643 10,262

固定資産合計 56,453 60,812

資産合計 110,334 116,613
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,057 12,410

短期借入金 ※4
 49,623

※2
 41,884

1年内返済予定の長期借入金 ※4, ※2
 12,664

※2
 12,201

リース債務 319 404

未払金 1,384 1,985

未払法人税等 241 336

未払費用 2,124 2,078

繰延税金負債 62 91

賞与引当金 545 554

事業構造改善引当金 － 794

その他 5,946 5,317

流動負債合計 84,969 78,058

固定負債

社債 1,011 951

長期借入金 ※4, ※2
 10,834

※2
 22,249

リース債務 559 688

繰延税金負債 2,680 2,660

再評価に係る繰延税金負債 27 27

退職給付引当金 2,424 2,645

役員退職慰労引当金 147 150

その他 549 708

固定負債合計 18,234 30,082

負債合計 103,203 108,141

純資産の部

株主資本

資本金 30,755 30,755

資本剰余金 1,059 1,059

利益剰余金 △22,445 △22,983

自己株式 △24 △24

株主資本合計 9,344 8,806

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 35 △6

土地再評価差額金 △263 △263

為替換算調整勘定 △6,089 △4,575

評価・換算差額等合計 △6,317 △4,845

少数株主持分 4,104 4,511

純資産合計 7,131 8,472

負債純資産合計 110,334 116,613
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（２）【四半期連結損益計算書】
　　【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 96,154 69,470

売上原価 85,522 56,469

売上総利益 10,631 13,001

販売費及び一般管理費 ※1
 15,815

※1
 11,538

営業利益又は営業損失（△） △5,183 1,462

営業外収益

受取利息 232 131

為替差益 312 －

助成金収入 896 228

持分法による投資利益 － 525

その他 778 442

営業外収益合計 2,219 1,327

営業外費用

支払利息 1,714 1,181

為替差損 － 289

シンジケートローン手数料 ※2
 360 －

持分法による投資損失 257 －

その他 318 294

営業外費用合計 2,649 1,764

経常利益又は経常損失（△） △5,613 1,024

特別利益

固定資産売却益 630 200

投資有価証券売却益 292 4

貸倒引当金戻入額 80 184

関係会社株式売却益 670 －

前期損益修正益 ※5
 243 －

子会社清算益 365 －

その他 177 221

特別利益合計 2,459 611

特別損失

固定資産除売却損 278 83

事業構造改善費用 ※3
 6,171

※3
 363

投資有価証券評価損 － 237

減損損失 ※4
 4,684 －

貸倒引当金繰入額 1,743 80

その他 685 556

特別損失合計 13,564 1,321

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△16,718 315

法人税、住民税及び事業税 305 422

法人税等調整額 △470 △154

法人税等合計 △164 267

少数株主損益調整前四半期純利益 － 47

少数株主損失（△） △566 △168

四半期純利益又は四半期純損失（△） △15,987 216
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 31,937 23,487

売上原価 27,997 19,138

売上総利益 3,939 4,348

販売費及び一般管理費 ※1
 4,877

※1
 3,699

営業利益又は営業損失（△） △938 649

営業外収益

受取利息 82 28

為替差益 98 293

助成金収入 300 67

持分法による投資利益 256 172

その他 192 96

営業外収益合計 930 657

営業外費用

支払利息 562 391

シンジケートローン手数料 60 －

その他 78 121

営業外費用合計 700 512

経常利益又は経常損失（△） △708 794

特別利益

固定資産売却益 353 49

投資有価証券売却益 3 0

貸倒引当金戻入額 284 81

関係会社株式売却益 670 －

前期損益修正益 66 －

子会社清算益 4 －

その他 － 106

特別利益合計 1,382 237

特別損失

固定資産除売却損 103 6

事業構造改善費用 ※2
 2,659

※2
 129

減損損失 ※3
 744 －

貸倒引当金繰入額 － 51

その他 47 7

特別損失合計 3,555 195

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,880 836

法人税、住民税及び事業税 △54 194

法人税等調整額 △472 △24

法人税等合計 △526 170

少数株主損益調整前四半期純利益 － 665

少数株主損失（△） △101 △59

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,251 725
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△16,718 315

減価償却費 4,882 3,352

のれん償却額 299 275

退職給付引当金の増減額（△は減少） △215 △166

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,793 △113

賞与引当金の増減額（△は減少） △613 △1

固定資産除売却損益（△は益） △318 △116

事業構造改善費用 6,171 363

減損損失 4,684 －

受取利息及び受取配当金 △259 △149

支払利息 1,714 1,181

売上債権の増減額（△は増加） 9,011 △1,677

たな卸資産の増減額（△は増加） 106 △552

仕入債務の増減額（△は減少） △2,841 1,301

その他の流動資産の増減額（△は増加） 369 △293

その他の固定資産の増減額（△は増加） △250 14

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,868 1,125

その他の固定負債の増減額（△は減少） △29 △40

その他 △769 △719

小計 5,148 4,099

利息及び配当金の受取額 307 254

利息の支払額 △1,728 △1,256

法人税等の支払額 △1,073 △554

法人税等の還付額 825 173

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,480 2,714

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,516 △3,045

定期預金の払戻による収入 3,056 3,292

投資有価証券の取得による支出 △85 △7

投資有価証券の売却による収入 572 22

関係会社株式の取得による支出 △128 △79

関係会社株式の売却による収入 237 637

有形固定資産の取得による支出 △3,299 △3,120

有形固定資産の売却による収入 1,326 628

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△1,260 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

2,625 246

過年度関係会社株式売却代金の回収による収入 3,258 101

短期貸付金の増減額（△は増加） 455 71

長期貸付けによる支出 △684 △67

長期貸付金の回収による収入 144 34

その他 191 △310

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,892 △1,597
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △9,249 1,692

長期借入れによる収入 9,836 380

長期借入金の返済による支出 △15,250 △3,092

社債の発行による収入 － 97

社債の償還による支出 △79 △59

少数株主への配当金の支払額 △166 △18

その他 △603 △305

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,512 △1,306

現金及び現金同等物に係る換算差額 △216 △550

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,356 △739

現金及び現金同等物の期首残高 27,838 16,629

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △685 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 17,796

※1
 15,889
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【継続企業の前提に関する事項】

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）　

　当社グループは前連結会計年度において、３期連続の当期

純損失を計上しており、当連結会計年度においても当期純

損失の見込みであるため、４期連続の当期純損失の懸念が

生じております。

　これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。

　

　当社グループは、当該状況を解消すべく、これまでに着手

・実施してきた「事業再構築」の完了と「新生アーク」と

しての再出発を目指し、３ヵ年の中期経営計画「ＡＲＲＫ

２４」を実施してまいります。　

＜中期経営計画「ＡＲＲＫ ２４」の基本方針＞

①新製品開発を通して、お客様とともに生活を豊かにす

るモノづくりに貢献する。

②個社の自主性を重んじる連峰経営から脱却し、グルー

プ総体としての企業価値向上を志向する連結経営への

転換を図る。

③グループ一丸となって経営課題に取り組み、より収益

力の高い企業グループとして再生する。

　当第３四半期連結会計期間においては、「ＡＲＲＫ２４」

の初年度として、「事業再構築及び連結経営への転換」に

着手してまいりました。

　管理面では、事業再構築を図るべく、非コア事業領域を中

心とした連結子会社数の削減（前連結会計年度末に124社

あった連結子会社数は、当第３四半期連結会計期間末にお

いては81社）、連結有利子負債の削減（前連結会計年度末

に107,910百万円あった連結有利子負債は、当第３四半期連

結会計期間末においては85,756百万円）を行いました。ま

た、連結経営への転換を図るべく組織したプロジェクトに

て、以下の取り組みを実施致しました。

①グループ戦略の策定

②事業管理体系の変更

③子会社管理方針の変更

④管理体制強化施策の実施

　事業面では、「金型」事業においては、金型事業推進セン

ターを立ち上げ、国内とアジアの金型事業における販売・

生産改善プロジェクトを推進しております。また、「デザイ

ン・設計」「モデル」事業においては、経営効率を高める

ための生産拠点の集約化と、専門チームによる新分野への

需要開拓を展開しております。

　財務面では、当社のコミットメントライン契約の財務制限

条項のうち連結営業損益基準に抵触する懸念が生じたこと

から、銀行団との協議を行い、結果、平成21年12月30日付で

同条項を削除する修正契約を締結し、当該懸念を払拭致し

ました。

　

　中期経営計画「ＡＲＲＫ２４」を着実に実施していくこ

とで、継続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせる事象

　当社グループは、当第３四半期連結累計期間において四半

期純利益216百万円を計上したものの、前連結会計年度にお

いて４期連続の当期純損失を計上しており、また、債務償還

年数が長期にわたっているため、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。

　

　当社グループは、当該状況を解消すべく、これまでに着手

・実施してきた「事業再構築」の完了と「新生アーク」と

しての再出発を目指し、３ヵ年の中期経営計画「ＡＲＲＫ

２４」を実施しております。

　＜中期経営計画「ＡＲＲＫ２４」の基本方針＞

①新製品開発を通して、お客様とともに生活を豊かにす

るモノづくりに貢献する。

②個社の自主性を重んじる連峰経営から脱却し、グルー

プ総体としての企業価値向上を志向する連結経営への

転換を図る。

③グループ一丸となって経営課題に取り組み、より収益

力の高い企業グループとして再生する。

　前連結会計年度においては、「ＡＲＲＫ２４」の初年度と

して、「事業再構築及び連結経営への転換」に着手し、非コ

ア事業領域を中心とした連結子会社数の削減、連結有利子

負債の削減を着実に行い、概ね事業再構築が完了致しまし

た。

　「ＡＲＲＫ２４」の２年目である当連結会計年度におい

ては、以下のとおり「新生アークの成長基盤確立と連結経

営定着」に取り組んでおります。

　事業面では、開発支援事業において、お客様の新規開発品

目及び技術革新への対応を行い、新製品開発需要開拓を

図っております。また、金型支援事業において、金型事業に

おけるグループ全体の生産能力増強のため、タイの拠点を

中心とする技術移転を展開しております。

　管理面では、連結経営定着を図るため、月次モニタリング

を通して子会社の業績管理強化、子会社への役職員出向等

の諸施策を実施しております。また、グループ経営戦略を踏

まえた営業・生産・管理業務における体系的な人材教育

や、業務プロセスの標準化を推進しております。

　

　なお、これまで主要３行を共同アレンジャーとするコミッ

トメントライン契約を締結しておりましたが、借入実行残

高が実質的にコミットメント枠の上限で推移しておりまし

たことから、新たなコミットメントライン契約は締結せず、

各行個別に、借入残高の全額についての継続契約を締結致

しました。また、主要３行を含めた各金融機関からの協力を

得て、既存の借入債務元本の返済条件変更を順次完了し、当

連結会計年度における安定した資金繰りの確保を図るべく

対応を進めております。

　

　事業面及び管理面で中期経営計画「ＡＲＲＫ２４」を着
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）　

又は状況の解消に努めてまいりますが、経営資源の集中の

進捗には、重要な不確実性が伴うと理解しております。

　

四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響は四

半期連結財務諸表には反映しておりません。

実に実施し、財務面でも金融機関等と調整し必要な対応を

行うことで、継続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせ

る事象又は状況の解消が可能であると判断しております

が、昨今の経済情勢の不透明性に鑑みると、現時点において

は継続的な収益体質の確立には、重要な不確実性が伴い、債

務償還年数の適正化には時間を要すると理解しておりま

す。

　

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表には反映しておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結範囲の変更

　当第３四半期連結累計期間の連結範囲の変更は、減少２社で、その内訳は次

のとおりであります。

　

（譲渡等により連結除外した会社）

第１四半期連結会計期間・・・・・２社

韓国アークの子会社２社　

 

 

(２）変更後の連結子会社の数

　　67社

２．持分法の適用に関する事項の変更 (１）持分法適用関連会社

　①持分法適用関連会社の変更

　当第３四半期連結累計期間の持分法適用関連会社の変更は、減少２社で、そ

の内訳は次のとおりであります。
　
（譲渡等により持分法除外した会社）　

第３四半期連結会計期間・・・・・２社

㈱三洋化成製作所及び同社子会社１社　

 　②変更後の持分法適用関連会社の数

　　13社

３．会計処理基準に関する事項の変更 （「資産除去債務に関する会計基準」等の適用）

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。

　これによる連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

　

（「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」の適用）

　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準

第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用し

ております。

　

（「企業結合に関する会計基準」等の適用）

　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基

準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会

計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一

部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会

計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。　
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）　

（四半期連結損益計算書）

１．「関係会社株式売却益」は、前第３四半期連結累計期間は区分掲記しておりましたが、当第３四半期連結累計期間に

おいて金額的重要性が低下したため、特別利益の「その他」に含めて表示しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間の「関係会社株式売却益」の金額は20百万円であります。

　

２．「投資有価証券評価損」は、前第３四半期連結累計期間は特別損失の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

第３四半期連結累計期間において金額的重要性が増したため区分掲記しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間の「投資有価証券評価損」の金額は30百万円であります。　

　

３．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）　

（四半期連結貸借対照表） 

１．「未収還付法人税等」は、前第３四半期連結会計期間は区分掲記しておりましたが、当第３四半期連結会計期間に

おいて金額的重要性が低下したため、流動資産の「その他」に含めて表示しております。　

　なお、当第３四半期連結会計期間の「未収還付法人税等」の金額は75百万円であります。 　

　

２．「差入保証金」は、前第３四半期連結会計期間は区分掲記しておりましたが、当第３四半期連結会計期間において

金額的重要性が低下したため、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。　

　なお、当第３四半期連結会計期間の「差入保証金」の金額は765百万円であります。 　

　

３．「未払消費税等」は、前第３四半期連結会計期間は区分掲記しておりましたが、当第３四半期連結会計期間におい

て金額的重要性が低下したため、流動負債の「その他」に含めて表示しております。　

　なお、当第３四半期連結会計期間の「未払消費税等」の金額は606百万円であります。 　

　

４．「事業構造改善引当金」は、前第３四半期連結会計期間は区分掲記しておりましたが、当第３四半期連結会計期間

において金額的重要性が低下したため、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間の「事業構造改善引当金」の金額は31百万円であります。 

　

（四半期連結損益計算書）

１．「関係会社株式売却益」は、前第３四半期連結会計期間は区分掲記しておりましたが、当第３四半期連結会計期間に

おいて金額的重要性が低下したため、特別利益の「その他」に含めて表示しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間の「関係会社株式売却益」の金額は20百万円であります。

　

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３

四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

　１　偶発債務

(1）保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対

し、保証を行っております。

　１　偶発債務

(1）保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対

し、保証を行っております。

（取引先）  

２社 503百万円

（関係会社）  

１社 160百万円

（取引先）  

１社 539

合計 699

　

(2）手形割引高 (2）手形割引高

受取手形割引高 68百万円

　 　

受取手形割引高 167百万円

(3）売上債権の売却残高

遡及義務を伴うファクタリン

グによる売上債権の売却残高

　

1,124百万円

　

(3）売上債権の売却残高

遡及義務を伴うファクタリン 　

グによる売上債権の売却残高 129百万円

　

※２　コミットメントライン契約

　

※２　コミットメントライン契約

　当社は、資金調達の選択肢の拡大及び迅速かつ安定的

な調達手段の確立のため、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行、㈱み

ずほ銀行及び㈱三井住友銀行の３行を共同アレン

ジャーとするコミットメントライン契約を締結してお

り、平成21年６月29日に契約期限が到来致しましたが、

引き続き長期安定的な資金調達を図り、強固な財務基

盤を確保するため、平成21年６月30日に、平成22年６月

29日を期限とする新たなコミットメントライン契約を

上記３行を共同アレンジャーとして締結致しました。

しかし、当連結会計年度末に財務制限条項の一部に抵

触する懸念が生じたため、連結の営業損益に関する財

務制限条項を削除する修正契約を平成21年12月30日に

締結致しました。この契約に基づく当連結会計年度末

における借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 19,425百万円

借入実行残高 19,425 

差引額 － 

　修正後のコミットメントライン契約には以下の財務

制限条項が付されております。

　①2010年３月に終了する決算期の末日における単体

の貸借対照表における有利子負債の合計金額から関係

会社からの借入金の合計金額を控除した金額を600億

円以下に維持すること。

　②2010年３月に終了する決算期の末日における連結

の貸借対照表における有利子負債の合計金額を2009年

３月に終了する決算期の末日における連結の貸借対照

表における有利子負債の合計金額以下に維持するこ

と。　
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当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

（国内連結子会社）

　2008年９月30日に、一部の国内連結子会社において資

産制限条項及び財務制限条項付のコミットメントライ

ン契約を締結しております。この契約に基づく当第３

四半期連結会計期間末における借入未実行残高は次の

とおりであります。 

コミットメントラインの総額 1,800百万円

借入実行残高 1,575 

差引額 225 

　

※３　損失が見込まれる工事契約に係る仕掛品は、これに対

応する工事損失引当金615百万円を相殺表示しており

ます。　

（国内連結子会社）

　2008年９月30日に、一部の国内連結子会社において資

産制限条項及び財務制限条項付のコミットメントライ

ン契約を締結しております。この契約に基づく当連結

会計年度末における借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

コミットメントラインの総額 1,800百万円

借入実行残高 1,800 

差引額 － 

　

※３　損失が見込まれる工事契約に係る仕掛品は、これに対

応する工事損失引当金1,333百万円を相殺表示してお

ります。　　

　

※４　当第３四半期連結会計期間末の貸借対照表に区分掲

記されている短期借入金、１年以内返済予定長期借入

金及び長期借入金は借入条件変更契約に基づいて計上

しております。

　

　４

──────　
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

給料 4,982百万円 給料 3,568百万円

※２　シンジケートローン手数料は、シンジケートローン組

成費用等を計上しております。

　２

──────　

※３　事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。 ※３　事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。

場所 内容 （百万円）

国内３件

アジア４件

北米１件

欧州１件

事業再構築に伴う子会社

株式の譲渡及び譲渡約定

等の損失

4,669

 国内６件  

アジア４件 

北米３件

欧州７件

事業再構築に伴う資産人

員整理等の損失
1,501

合計  6,171

 上記には、事業構造改善に伴う関係会社株式売却損を

含めております。

場所 内容 （百万円）

 国内４件  

アジア１件 

欧州６件

事業再構築に伴う資産人

員整理等の損失
363

 

※４　減損損失

　　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループは、

以下の資産グループについて減損損失を計上しており

ます。

　４

──────

場所　 用途 種類
減損損失
（百万円）

国内３件

アジア３件

欧州３件

事業用

資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬

具、器具及び備品 

土地

「無形固定資産」そ

の他　

4,169 

国内２件

アジア１件

欧州１件

のれん のれん 515 

合計   4,684 

　

　

　※５　前期損益修正益は次のとおりであります。

過年度減価償却費修正額 

過年度清算損失引当金修正額　　

その他

67百万円

42百万円

133百万円

合計 243百万円

　５

──────
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

給料 1,524百万円 給料 1,132百万円

※２　事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。 ※２　事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。

場所 内容 （百万円）

国内２件  ア

ジア１件

事業再構築に伴う子会社

株式の譲渡及び譲渡約定

等の損失

2,167

 国内４件 

アジア１件

北米２件

欧州６件

事業再構築に伴う資産人

員整理等の損失
492

合計  2,659

 上記には、事業構造改善に伴う関係会社株式売却損を

含めております。

場所 内容 （百万円）

 国内３件 

アジア１件

欧州４件

事業再構築に伴う資産人

員整理等の損失
129

 

※３　減損損失

　　　当第３四半期連結会計期間において、当社グループは、

以下の資産グループについて減損損失を計上しており

ます。

　３

──────

場所　 用途 種類
減損損失
（百万円）

国内２件

アジア２件

事業用

資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬

具、器具及び備品 

土地

「無形固定資産」そ

の他　

741

　

　

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 18,662百万円

有価証券 875 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△1,736

 

ＭＭＦ、ＦＦＦ以外の有価証

券
△5
 

現金及び現金同等物 17,796 

 

現金及び預金 16,087百万円

有価証券 840 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△1,028

 

ＭＭＦ、ＦＦＦ以外の有価証

券
△10
 

現金及び現金同等物 15,889 
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　68,101,592株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　      22,200株　　

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

５．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）　

　当社グループは、企画、デザイン、設計から試作品、金型・成形品等の製造に至るまで、お客様の新製品開発活

動を一貫して支援することを主な事業内容としており、「デザイン・設計」、「モデル」、「金型・成形品」、

「その他」の個々の品目にとどまらず、これらの品目を総合的に提供することで独自の事業展開を図っており

ます。事業の種類の区分は、製・商品、役務等の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性に基づき検討がなさ

れますが、当社グループは、新製品開発支援を目的としてお客様に各品目を総合的に提供する観点から各品目

の有機的な関連性を考慮し、事業の種類別セグメントを単一セグメントとしております。そのため、事業の種類

別セグメント情報は記載しておりません。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
国内

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
11,402 770 6,34313,42031,937 － 31,937

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
236 4 5 717 963 (963) －

計 11,638 774 6,34914,13732,901 (963)31,937

営業利益又は

営業損失（△）
△698 △50 △228 207 △770 (167) △938

　　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
国内

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
33,6573,12420,97638,39596,154 － 96,154

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
726 37 72 2,490 3,326 (3,326) －

計 34,3843,16121,04840,88599,481 (3,326)96,154

営業損失（△） △2,894 △284 △489 △1,250△4,919 (264)△5,183

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。

２．北米…………米国、メキシコ、カナダ、ブラジル

欧州…………英国、フランス、ハンガリー、ドイツ、ルーマニア、イタリア、オランダ、ポーランド、

　　　　　　チェコ

アジア………タイ、韓国、マレーシア、台湾、オーストラリア、中国、シンガポール、インドネシア、

　　　　　　ベトナム、インド　
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 北米 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 886 6,635 13,374 20,896

Ⅱ　連結売上高（百万円）    31,937

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
2.8 20.8 41.9 65.4

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 北米 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,436 21,390 38,382 63,209

Ⅱ　連結売上高（百万円）    96,154

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
3.6 22.2 39.9 65.7

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米…………米国、メキシコ、カナダ、ブラジル

欧州…………英国、フランス、ハンガリー、ドイツ、ルーマニア、イタリア、オランダ、ポーランド、

　　　　　　チェコ

アジア………タイ、韓国、マレーシア、台湾、オーストラリア、中国、シンガポール、インドネシア、　　ベトナム、

インド

３．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額（ただし、連結

会社間の内部売上高は除く。）であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の事業セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。　

　当社では、製品・サービス別の事業単位を置き、各事業単位は、取り扱う製品・サービスについて国内及

び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。　

　従って、当社は、事業単位を基礎として主に販売市場の類似性、製品・サービスの特性に基づき「開発支

援事業」、「金型支援事業」を報告セグメントとしております。　

　「開発支援事業」は、主に自動車・電機関連メーカーに提供する企画、デザイン、設計及びモデル等の製

品・サービスを製造・販売しております。　

　「金型支援事業」は、主に自動車・電機関連メーカーに提供する金型及び成形品等の製品・サービスを製

造・販売しております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

    当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

（単位：百万円）

 

 

　
報告セグメント　

　
調整額
（注）１　

　
　

四半期連結損益　
計算書計上額　
（注）２　
　

開発支援事業 金型支援事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 26,448 43,021 69,470 － 69,470

セグメント間の内部売上高又

は振替高
41 1,414 1,456 △1,456 －

計 26,489 44,436 70,926 △1,456 69,470

セグメント利益 1,589 408 1,997 △534 1,462

（注）１．セグメント利益の調整額△534百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△703百万

　　　　　円、セグメント間取引消去による発生額168百万円が含まれております。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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    当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

（単位：百万円）

 

 

　
報告セグメント　

　
調整額
（注）１　

　
　

四半期連結損益　
計算書計上額　
（注）２　
　

開発支援事業 金型支援事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 9,069 14,417 23,487 － 23,487

セグメント間の内部売上高又

は振替高
18 440 459 △459 －

計 9,088 14,858 23,946 △459 23,487

セグメント利益 696 128 824 △175 649

（注）１．セグメント利益の調整額△175百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△224百万

　　　　　円、セグメント間取引消去による発生額48百万円が含まれております。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当するものはありません。　

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。　
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（金融商品関係）

　長期借入金については、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められます。

　これは、主として、継続企業の前提に関する事項で記載のとおり、契約条件変更による振替があったためであ

ります。長期借入金から短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金への振替額は、それぞれ3,135百万円、896

百万円であります。振替えられた短期借入金、１年内返済予定の長期借入金は、短期間で決済されるものである

ため、時価は帳簿価額と近似しております。
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（有価証券関係）

　当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。 

　

（ストック・オプション等関係）

　当第３四半期連結会計期間において重要なストック・オプションの付与はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 44.46円 １株当たり純資産額 58.18円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △234.85円 １株当たり四半期純利益金額 3.18円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 　（注） １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △15,987 216

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△15,987 216

期中平均株式数（千株） 68,074 68,079

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △33.08円 １株当たり四半期純利益金額 10.66円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注） １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △2,251 725

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△2,251 725

期中平均株式数（千株） 68,074 68,079
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 
    

   平成22年２月10日

株式会社アーク    
 

 取締役会　御中
 
 有限責任監査法人トーマツ  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   吉　村　祥　二　郎　 印 　

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中　　田　　　明　　 印 　

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   下　井　田　晶　代　 印 　

     　

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アークの平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アーク及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１.継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において、３期連続の当期純損失を計上

しており、当連結会計年度においても当期純損失の見込みであるため、４期連続の当期純損失の懸念が生じている状況にあ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載

されている。四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連

結財務諸表には反映されていない。

２.重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社の連結子会社である株式会社プラコーは、平成22年１月14

日に連結子会社であるエコプラスチック株式会社の全株式を譲渡している。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 
    

   平成23年２月８日

株式会社アーク    
 

 取締役会　御中
 
 有限責任監査法人トーマツ  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   吉　村　祥　二　郎　 印 　

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中　　田　　　明　　 印 　

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   下　井　田　晶　代　 印 　

     　

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アークの平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アーク及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは、当第３四半期連結累計期間において四半期純利

益216百万円を計上したものの、前連結会計年度において４期連続の当期純損失を計上しており、また、債務償還年数が長期

にわたっているため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由について

は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性

の影響は四半期連結財務諸表には反映されていない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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